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平成 18 年 12 月期     中間決算短信（連結）     (財)財務会計基準機構会員  

平成18年8月10日 
上 場 会 社 名 ケネディクス株式会社 上場取引所 東証1部 

コ ー ド 番 号 ４３２１ 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.kenedix.com）  

代 表 者  代表取締役社長 本間 良輔   

問合せ先責任者  取締役兼執行役員CFO 吉川 泰司  TEL  (03) 3519-2530 

決 算 取締役会開催日 平成18年8月10日  

米国会計基準採用の有無  無  

 

１ 18年6月中間期の連結業績（平成18年1月1日～平成18年6月30日） 

(1) 連結経営成績                                           （百万円未満切捨） 
 営業収益 営業利益 経常利益 

 百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  

18年6月中間期 16,859 (205.6)  13,367 (298.4) 12,515 (329.1)  

17年6月中間期 5,517 (86.9)  3,354 (101.4) 2,916 (88.3)  

17年12月期 13,958 (130.6)  9,140 (186.5) 8,113 (196.8)  

 

 
中間(当期)純利益 

１株当たり 

中間(当期)純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり中間(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭  円 銭  

18年6月中間期 7,140  (315.1) 25,220 75  24,828 00  

17年6月中間期 1,720 (86.3) 7,249 27  7,138 15  

17年12月期 4,757 (191.2) 18,326 81  17,734 92  

 (注) １. 持分法投資損益 18年6月中間期 95百万円 17年6月中間期 85百万円  17年12月期 182百万円

２. 期中平均株式数（連結） 18年6月中間期 283,138株 17年6月中間期 237,301株  17年12月期 254,328株

３. 会計処理の方法の変更 無 

４. 営業収益、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 連結財政状態 
 総 資 産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円  百万円  ％  円 銭

18年6月中間期 100,024  35,021  35.0  123,043 04

17年6月中間期 61,682  11,123  18.0  46,662 13

17年12月期 95,593  28,561  29.9  100,815 44

(注)  期末発行済株式数（連結） 18年6月中間期 284,427株 17年6月中間期 238,383株 17年12月期 282,357株

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現 金 及 び 現 金 同 等 物

期 末 残 高

 百万円  百万円  百万円  百万円  

18年6月中間期 25,245  △6,165  △16,671  21,612  

17年6月中間期 △13,804  △1,651  18,016  6,983  

17年12月期 △25,247  △5,962  45,912  19,178  

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数  51社         持分法適用非連結子会社数  3社        持分法適用関連会社数  59社 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規）      14社 （除外）   -社 持分法（新規）   11社 （除外）  -社 

２  18年12月期の連結業績予想（平成18年1月1日～平成18年12月31日） 

 営業収益 経常利益 当期純利益 

 百万円  百万円  百万円  

通 期 22,000 13,300 7,700 

（参考） 1株当たり予想当期純利益（通期）  27,084円81銭 

(注)1株当たり予想当期純利益は、平成18年12月期の予想期中平均株式数を用いて算出しております。 
  業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要
因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項につきましては、添付資料の9ページをご参照
ください。 



ファイル名:決算短信(連結）0606 更新日時:8/9/2006 4:04 PM 印刷日時:06/08/09 16:59 

 2

１． 企業集団の状況 

当社グループは、当社、子会社62社及び関連会社59社で構成され、不動産投資アドバイザリー事業、

アセットマネジメント事業、債権投資マネジメント事業を行っております。 

 

当社グループの状況を図示すると次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)不動産投資アドバイザリー事業 

不動産投資アドバイザリー事業部門では、主に顧客投資家の不動産投資支援サービス業務、自己勘

定による不動産投資業務等を行っております。 

不動産投資支援サービスでは、顧客投資家のニーズに沿った投資戦略に基づき、投資スキームの構

築や投資不動産の発掘、収益性分析、ノンリコースローン等の資金調達を実施し、投資実行に至った

時点でアクイジションフィーやコンサルティングフィーを受領します。同時に、顧客投資家に提案す

る投資スキームの中では、当社自身も少額投融資を行い、より明確に顧客投資家との利害を一致させ

るとともに、当社としてもより大きな利潤を獲得することを目指しています。 

また、当社では企業年金等の国内機関投資家の多様なニーズに応えるべく、リスクとリターンを自

連結子会社 

ｹﾈﾃﾞｨｸｽ･ﾘｰﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ㈱

当社 

ｹﾈﾃﾞｨｸｽ㈱ 

子会社／関連会社 

（投資ﾋﾞｰｸﾙ：匿名組合営業者） 

顧客投資家 

持分法適用関連会社 

㈱ｱｾｯﾄ･ﾜﾝ 

住宅流通㈱ 

連結子会社 

ﾊﾟｼﾌｨｯｸ債権回収㈱ 

不動産投資 
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ事業 

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業 
債権投資 

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業 

連結子会社 

ｹﾈﾃﾞｨｸｽ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ㈱

 

連結子会社 

ｹﾈﾃﾞｨｸｽ･ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ㈱ 

持分法適用関連会社 

三井物産ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ・ 

ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 

KW Multi-Famly 
Management Group Ltd.
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在にアレンジした不動産ポートフォリオを商品化しております。優良な不動産ポートフォリオを構築

するために、ファンドに組入れる物件を先行的に取得するべく、当社の連結子会社である投資ビーク

ルを通じて、自己勘定による在庫投資を行っております。これらの物件からは保有期間中の賃料収入

や、物件のバリューアップによる売却時の売却益を獲得しております。 

 

(2)アセットマネジメント事業 

アセットマネジメント事業は、不動産投資実行後の保有期間中、不動産の資産価値を上昇させるた

めのプランを策定し実行していく業務であり、不動産の運営管理、顧客投資家・金融機関へのレポー

ト等を含む一連のサービスの対価として、アセットマネジメントフィーを受け取ります。 

また投資不動産の売却時にはディスポジションフィーを受領しますが、さらに当社が適切に業務を

遂行し、一定の投資利回りを超える投資利益が実現した場合には、投資利益に応じて決定されるイン

センティブフィーを獲得いたします。 

 

(3)債権投資マネジメント事業 

当社グループは、金融機関が放出する不動産担保付債権を投資対象とし、顧客投資家ニーズに沿っ

た投資計画に基づき、投資スキームの構築、債権及び担保不動産の選定及び価値算定、投資実行、担

保不動産の売却、債権の管理回収等を行っております。これら一連の過程において、当社グループは

不動産投資と同様にアクイジションフィー、アセットマネジメントフィー、ディスポジションフィー、

インセンティブフィー等のフィー収入を獲得します。 

また顧客投資家に提案する投資スキームの中では、当社グループ自身が少額投融資を行うことで、

明確に顧客投資家との利害を一致させるとともに、当社グループとしてもより大きな利潤を獲得する

ことを目指しております。 

さらに、金融機関の不良債権処理や企業再生の手続きの中で、関係者に対して、当社グループがス

キームの構築や助言等を行なうことがあり、この場合にはコンサルティングフィー等のフィー収入を

獲得します。 

 

 ２．経営方針 

(1)経営の基本方針 

当社グループは、不動産及び不動産金融に関する専門家集団として、綿密な調査力と確かな不動産

関連ノウハウを駆使し、常に変化する不動産市場の動静を冷静に分析・評価することにより、最大の

投資リターンの実現を目指して事業を展開してまいりました。 

今後も、目的意識と誠実さを重んじ、顧客や社員、そして投資家の皆様との長期的な信頼関係を大

切にし、企業価値を最大化することを通じて社会に貢献してまいりたいと考えております。 

 

(2)利益配分に関する基本方針 

当社は株主への利益還元を経営の重要な課題と位置づけており、配当政策については企業体質の強

化と将来の事業展開のために内部留保の充実を図ると同時に、業績に応じた配当を継続的に行うこと

を基本方針としております。 

当社は現在、成長過程にあるものと位置付け、内部留保については収益性の高い自己勘定投資物件

の取得等、今後の事業拡大のための投資等に充当することも必要な段階であると認識しております。 

これらを踏まえ、当社は、業績の動向、将来の成長のための内部留保の充実及び配当性向等を総合

的に勘案して配当額を決定しております 

当期につきましては1株当たり普通配当を2,500円とする予定であり、連結ベースの配当性向は

9.2％となる見込です。今後も、配当性向の向上に努めると同時に、内部留保金につきましては自己

勘定投資物件の取得等に充当し、一層の事業拡大に努めます。 

当社は、一層の業績の向上を目指すことが株主に対する最大の利益還元につながるとの認識に立ち
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ながら、同時に積極的な利益還元策を引き続き検討していく所存であります。 

 

(3)投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

投資単位の引下げは、当社株式の流動性を高め、投資家層の拡大を図るための有効な施策であると

認識しております。今後も、当社株式の投資単位につきましては、株価水準および市場の動向等を勘

案し、その費用ならびに効果等を慎重に検討したうえで、対処してまいりたいと考えておりますが、

現段階におきましては、具体的な施策およびその時期等につきましては未定であります。 

 

(4)目標とする経営指標 

当社は一層の経営の安定性確保を重視し、安定的な収入を獲得できるアセットマネジメント事業の

拡大に注力しており、不動産アセットマネジメント受託残高を当社における最も重要な経営指標と捉

えております。なお、当中間連結会計期間末の受託残高は約4,939億円となり、前期末比28%の増加を

達成いたしました。 

また当社は、株主価値の持続的な向上を重要な経営課題と位置づけ、自己資本利益率（ＲＯＥ）等

の指標を参考としながら経営を行っております。 

 

(5)中長期的な経営戦略 

当社グループが事業として行っている不動産及び不動産金融の分野は、不動産の所有と運営の分離

の進展を背景に、一層の市場拡大が見込まれております。また、J-REIT市場の拡大や当社の推進して

いる年金基金の不動産投資に見られるように、ひとつの運用手段としての不動産投資の存在感が高ま

っています。このような環境において、当社グループの専門性・創造性は今後益々ニーズが高まるこ

とが予想され、当社グループは一連の投資プロセスに対して総合的で包括的な投資サービスの提供を

積極的に行っていく方針です。 

アセットマネジメント受託残高の拡大による安定的な収益を確保しながら、利益率の高い成功報酬

の獲得や、収益性の高い不動産及び債権投資を実施し、これらを融合させることで、安定的かつ収益

性の高い収益構造の企業グループを形成し、我が国を代表する不動産のアセットマネージャーを目指

してまいります。 

 

当社グループでは、収益性の高い不動産への投資拡大の観点から、投資対象の多様化による事業拡

大に対しても積極的に取り組んでいく方針であります。 

これまで、当社グループは不動産ファンドの投資対象をオフィスビルや賃貸住宅から商業施設や物

流施設へと拡大してまいりましたが、今後も魅力的な投資対象を確保する目的から、介護・医療施設

やホテル等、投資収益が施設の運営に依存する事業性の高い不動産にも着目しております。アセット

マネジメント受託残高の拡大や投資対象不動産の多様化に結びつき、既存事業とのシナジー効果が認

められる場合には、M＆Aや資本提携等も事業拡大の有力な手段として位置付けております。 

 

さらに当社グループは、さまざまな国や地域の金融及び不動産動向に関する情報収集と分析・検討

を進めております。本邦投資家の海外不動産投資や、海外投資家の本邦不動産への投資といった、グ

ローバルな資金の動きや投資ニーズにもタイムリーに対応し、顧客投資家と投資対象不動産を結びつ

けるゲートキーパーを目指してまいります。 

 

(6)会社の対処すべき課題 

不動産投資信託（J-REIT）市場及び不動産流動化ビジネスの拡大により、不動産投資に対する関心

が高まる中、当業界への新規参入も増加しており、優良不動産物件の取得に関しては一段と競争が激

化しております。このような中、当社グループにおける事業については、優良な投資対象を安定的に

確保することが最も重要な課題であります。このため、これまで築いてまいりました実績を生かしな
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がら、投資対象の多様化、開発案件への取組の推進、地方都市・海外への展開による投資地域の多様

化といった施策を通じて、優良物件の発掘・取得に向けて一層尽力いたします。 

一方、顧客投資家については、企業年金に代表される長期安定的な投資方針を有する顧客投資家の

獲得を一層強化する方針であります。 

当社グループが組成するJ-REITとして、三井物産株式会社と中央三井信託銀行株式会社との共同事

業である日本ロジスティクスファンド投資法人と、当社グループの100%子会社が運用するケネディク

ス不動産投資法人が、昨年、東京証券取引所に上場いたしました。当社グループは、これらのJ-REIT

の継続的な成長が、当社グループの継続的・安定的な成長に資するものと認識しており、J-REIT事業

の拡大に取組んでまいる所存であります。 

急速に変化していく不動産市場においては、最新の情報、最新のスキームの習得が必要であり、優

秀なスタッフの充実が重要であります。そのために、インセンティブプランの実施等を通じて、従業

員の士気向上に努めるとともに、優秀な人材を積極的に確保していく方針です。 

 

 

３．経営成績及び財政状態 

(1)経営成績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、企業収益が高水準で推移するもとで、設備投資は増加

し、雇用者所得及び個人消費も増加基調にありました。このような状況のもと、日銀による量的緩和

政策が解除され、デフレ経済からの脱却を印象付けました。 

当社グループが属する不動産及び不動産金融業界においては、不動産投資信託（J-REIT）の上場銘

柄数及び時価総額が増加するなど、不動産投資市場の拡大が続いております。 

このような状況にあって、当社グループにおきましては、不動産及び不動産担保付債権の両分野に

おいて、優良案件の発掘と顧客投資家への投資機会の提供に注力し、アセットマネジメント業務の更

なる機能強化に努めてまいりました。 

本年2月には、三井物産株式会社と中央三井信託銀行株式会社との共同事業である日本ロジスティ

クスファンド投資法人が公募増資を実施し、また5月には当社グループの100%子会社が運用するケネ

ディクス不動産投資法人が公募増資を実施いたしました。これらに伴い、当社グループ及び当社グル

ープが運用する私募ファンドが保有していた物件を、上記2つの投資法人へ売却したことから、平成

18年6月末現在、資産規模は日本ロジスティクスファンド投資法人が693億円、ケネディクス不動産投

資法人が1,403億円と大幅に拡大いたしました。 

平成18年6月末現在、上記2つの投資法人を含め、当社グループが受託するアセットマネジメント受

託残高は、4,939億円となっております。 

また、当中間連結会計期間においては、長期的経営戦略の一つとして、海外事業をさらに積極的に

推進するために、旧親会社である米国ケネディ･ウィルソン社の子会社で、集合住宅を投資対象とす

るアセットマネジメント会社へ20%の資本参加をいたしました。なお、平成18年6月末現在、当該関連

会社のアセットマネジメント受託残高は779百万米ドル（約915億円）となっておりますが、これは上

記の当社グループのアセットマネジメント受託残高には含めておりません。 

上記の結果、当中間連結会計期間の営業収益は前年同期比205.6％増の16,859百万円となり、経常

利益及び中間純利益はそれぞれ12,515百万円（前年同期比329.1％増）、7,140百万円（同315.1％

増）と好調な業績を達成いたしました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

①不動産投資アドバイザリー事業 

当中間連結会計期間の営業収益は14,062百万円（前年同期比334.6％増）、営業利益は12,057百万

円（同437.2％増）となりました。これは主に、好調な物件取得によるアクイジションフィーの増加

と、過年度から取組んできた開発案件の完成・売却による自己勘定投資物件売却益及び匿名組合損益
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が増加したこと等によるものであります。 

 

②アセットマネジメント事業 

当中間連結会計期間の営業収益は2,234百万円（前年同期比60.8％増）、営業利益は1,162百万円

（同29.5％増）となりました。これはアセットマネジメント受託残高が増加したことに伴いアセット

マネジメントフィーが増加したこと、及び当社グループが運用する私募ファンドからのインセンティ

ブフィーが増加したことによるものであります。 

 

③債権投資マネジメント事業 

当中間連結会計期間の営業収益は843百万円（前年同期比5.4％減）、営業利益は478百万円（同

10.8％減）と、若干減少いたしました。これは主に成功報酬であるインセンティブフィーが増加した

ものの、債権回収益及び匿名組合損益が減少したこと等によるものであります。 

 

 

(2)財政状態 

当社グループにおいては、優良な不動産ポートフォリオを構築すべく、当社の連結子会社を通じ、

自己勘定による不動産の取得を行っております。 

これらの自己勘定投資は、主として企業年金等の不動産ファンドへ組入れる目的で安定的な収益を

生み出す前の先行取得として行っており、個々の物件の保有期間は短期間であることから、一定時点

における自己勘定投資物件の保有水準によって当社グループの総資産は大きく変動いたします。 

また、自己勘定投資に係る取得資金の調達は、主に短期の銀行借入によっており、自己勘定投資物

件の保有水準に応じて、借入金残高も大きく変動いたします。 

当社グループは安定的かつ機動的な資金調達と大型物件への取組を可能とするため、コミットメン

トラインを設定しており、平成18年6月末現在、設定したコミットメントライン枠は446億円となって

おります。 

また、物件の取得にあたり連結子会社においてノンリコースローンによる資金調達を行う場合があ

りますが、当該借入は物件を保有している子会社を対象に融資され、返済義務はその子会社が保有す

る資産の範囲内に限定されるため、当社グループの有利子負債への依存の分析にあたっては、当該ノ

ンリコースローンの影響を控除する必要があります。 

なお、有利子負債の自己資本に対する比率（デット・エクイティ・レシオ）の推移は以下の通りで

す。 

 

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年6月

有利子負債（百万円）① 4,922 27,022 59,562 53,141

（うちノンリコースローン（百万円）②） (―) (1,742) (11,049) (12,686)

純資産（百万円）③ 5,499 9,360 28,561 35,021

デット・エクイティ・レシオ ①/③（％） 89.5 288.7 208.5 151.7

ノンリコースローン控除後デット・エクイティ・レ
シオ （①-②）/③（％） 

(89.5) (270.1) (169.9) (115.5)

 

（キャッシュ・フローの状況） 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、販売用不動産の売却による収入を中心として

営業活動により取得した資金25,245百万円から、投資有価証券の取得や関係会社株式・出資金の取得

などの投資活動と、借入金の返済などの財務活動に使用した結果、当中間連結会計期間末は前連結会

計年度末に比べ、2,433百万円増加し21,612百万円となりました。 
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①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は、25,245百万円(前年同期は13,804百

万円の使用)となりました。これは主に、匿名組合出資金の拠出・購入による支出が10,340百万円あ

ったものの、販売用不動産の売却による収入が販売用不動産の取得による支出を40,406百万円上回っ

たこと等によるものであります。 

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は、6,165百万円（前年同期比273.3%

増）となりました。これは主に、投資有価証券の取得による支出が2,921百万円あったこと及び関係

会社株式・出資金の取得による支出が2,033百万円あったこと等によるものであります。 

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は、16,671百万円（前年同期は18,016百

万円の調達）となりました。これは主に販売用不動産の売却に伴う借入金の返済を中心として、長短

借入金の純減少による支出が19,180百万円あったことによるものであります。 

 

 

(3)事業等のリスク 

当社グループの事業に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項に

は、以下のものがあります。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を把握した上で、

発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。 

 

①経済情勢の悪化 

当社グループは不動産投資に関連するサービスの提供及び不動産の運営管理等を行っておりますが、

経済情勢が悪化し、空室率の上昇や賃料の下落といったように不動産市況が低迷した場合には、当社

グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

②競合 

当社の事業である不動産投資アドバイザリー事業、アセットマネジメント事業につきましては、同

様の業務を行う会社が近年増加しており、物件の獲得競争や各種手数料の価格競争等を通して、当社

グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

また、不動産ファンドは、各種金融商品、投資対象商品との運用パフォーマンスの比較競争にさら

されることも予想され、不動産ファンドが他の投資対象との比較において相対的に魅力が低下した場

合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります 

 

③金利水準の動向 

将来において、金利水準が上昇した場合には、資金調達コストの増加、顧客投資家の期待利回りの

上昇、不動産価格の下落等の事象が生ずる可能性があり、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能

性があります。 

 

④人員の確保 

当社グループが今後も不動産投資に関する高度な知識と経験に基づく競争力のあるサービスを提供

していくためには、優秀な人員の確保が不可欠となります。当社はこのような認識のもと積極的に優

秀な人員を採用していく方針でありますが、当社の求める人材が十分に確保できない場合、または現

在在職している人材が大量に流出するような場合は、事業推進に影響が出る可能性があるとともに、
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業績にも悪影響を与える可能性があります。 

 

⑤各種規制変更のリスク 

当社グループは、現時点の各種規制に従って、また、規制上のリスクを伴って業務を遂行しており

ますが、将来において各種規制が変更された場合には、当社グループの事業推進に悪影響を及ぼす可

能性があります。当社グループが規制を受ける主なものは、宅地建物取引業法、不動産投資顧問業登

録規程に基づく登録、証券投資顧問業法、投資信託及び投資法人に関する法律、信託業法に基づく信

託受益権販売業者の登録、建築士法、債権管理回収業に関する特別措置法等があります。 

 

⑥災害による投資不動産の価値の毀損リスク 

当社グループが投資・保有している不動産が所在する地域において、地震、戦争、テロ、火災等の

災害が発生した場合には、当該不動産の価値が毀損する可能性があり、当社グループの業績や財政状

態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑦財政状態及び経営成績の変動 

当社グループは、上場以来、現在まで急速に事業規模を拡大してきており、業績も急速な成長過程

にあると認識しております。今後も自己勘定投資による物件取得及び当社グループが組成するファン

ドへの少額投資の促進等により、たな卸資産や投資有価証券の増加、総資産の拡大や、これらに伴う

有利子負債の増加が生じ、当社グループの財政状態及び経営成績に変動が生じる可能性があります。

当社グループとしては、今後の事業規模の拡大と自己資本の充実、財務体質の強化を重要な経営課題

と認識しており、これらのバランスをとりつつ、着実な成長とリスクの抑制に努める方針です。 

 

⑧不動産の瑕疵等に関するリスク 

当社グループが主たる投資対象としている不動産には、権利関係や土壌、建物の構造等について、

瑕疵や欠陥等が存在している可能性があります。当社グループでは、物件取得前には十分なデューデ

リジェンスを実施しておりますが、物件取得後に瑕疵等の存在が判明した場合には、当社グループに

おいては、これを治癒すべく、想定外の費用が発生する可能性があり、その場合には当社グループの

業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

なお、当社グループが調査した限りにおいては、構造計算書偽造問題として社会問題となった建築

設計事務所が関与した物件は、当社の受託資産には含まれておりませんでした。 

 

⑨M＆A、資本提携等 

当社グループでは、アセットマネジメント受託残高の拡大と並行して収益性の高い不動産への投資

拡大の観点から、投資対象の多様化による事業拡大に対しても積極的に取り組んでいく方針でありま

す。 

当社グループでは不動産ファンドの投資対象をオフィスビルや賃貸住宅から商業施設や物流施設へ

と拡大してまいりましたが、今後も魅力的な投資対象を確保する目的から、介護・医療施設やホテル

等、投資収益が施設の運営に依存する事業性の高い不動産にも着目しております。アセットマネジメ

ント受託残高の拡大や投資対象不動産の多様化に結びつき、既存事業とのシナジー効果が認められる

場合には、M＆Aや資本提携等も事業拡大の有力な手段として位置付けております。 

M＆Aや資本提携を実行する場合には、事前に十分な調査を実施し、各種のリスク低減に努める所存

ですが、これらを実施した後に、偶発債務等が発見されたり、相手先及び当社が期待通りの成果をあ

げられない可能性があり、この場合には当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性

があります。 
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(4)通期の見通し 

物件取得競争が激しさを増す一方で、年金基金等の機関投資家には旺盛な不動産投資ニーズがあり

ます。このような環境のもとで、当社グループは上期に引き続き、企業年金等の長期安定的な投資方

針を有する顧客投資家のアセットマネジメント受託残高を増加させ、かつ開発案件等の収益性の高い

案件への積極的な取組みを展開する方針であります。 

「(1)経営成績」に記載のとおり、上期においては、当社グループが運用する2つのJ-REITにおける

公募増資及び物件組入れに伴うものを中心に、期初計画以上のキャピタルゲインが計上されました。

また、上記2つのJ-REITへ物件を売却した私募ファンドから、成功報酬であるインセンティブフィー

も収受するなど、収益計上が上期に集中したことから、上期の業績は大幅な予想超過となりました。 

他方で、期初においては当下期の売却を想定していたものの、売却が来期となる公算が高まったも

のが生じるなどにより、期初予想に比べると下期の収益は小さいものとなる見込みであります。また、

今後の物件取得等に向けた資金需要に対応すべく、コミットメントラインの追加設定など、負債性資

金の機動的な調達を進めるべく準備中であることから、当下期において期初予想を上回る金融費用が

計上される見込みであります。 

これらを踏まえ、通期の業績につきましては営業収益22,000百万円、経常利益13,300百万円、当期

純利益7,700百万円を見込んでおります。 
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 ４．中間連結財務諸表 

① 中間連結貸借対照表 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   6,146,718 20,414,950  18,658,721

２ 信託預金 ※２  1,473,497 3,778,224  1,632,013

３ 営業未収入金   1,185,142 1,179,502  616,399

４ たな卸資産 ※２  29,776,063 42,082,790  54,790,419

５ 買取債権 ※３  1,363,461 6,197,092  1,254,598

６ その他   2,147,363 4,199,932  1,720,931

７ 貸倒引当金   △92,219 △43,143  △42,783

流動資産合計   42,000,026 68.1 77,809,349 77.8  78,630,299 82.3

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１  130,708 0.2 142,613 0.1  134,812 0.1

２ 無形固定資産   8,701 0.0 9,175 0.0  8,242 0.0

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券   17,132,768 17,260,697  13,190,976

(2) 出資金 ※２  1,127,713 3,127,626  2,418,095

(3) 長期貸付金 ※２  1,018,772 1,323,531  800,920

(4) その他   263,351 351,873  410,337

投資その他の資産 
合計 

  19,542,606 31.7 22,063,730 22.1  16,820,330 17.6

固定資産合計   19,682,016 31.9 22,215,519 22.2  16,963,385 17.7

資産合計   61,682,042 100.0 100,024,868 100.0  95,593,684 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 営業未払金   143,051 326,317  264,482

２ 短期借入金 
※2、
4 

 20,472,670 17,891,630  29,014,200

３ １年内返済予定 
  長期借入金 

※2、
4 

 1,640,000 3,626,200  2,485,000

４ １年内償還予定社債   720,000 2,386,000  1,636,000

５ 未払法人税等   1,210,526 5,270,080  2,763,130

 ６ 預り敷金   1,490,589 3,091,229  1,497,520

７ 賞与引当金   180,000 400,000  －

８ その他   1,080,616 1,465,581  1,010,182

流動負債合計   26,937,453 43.7 34,457,038 34.5  38,670,516 40.4

Ⅱ 固定負債    

１ 社債   4,380,000 8,578,000  6,554,000

２ 長期借入金 
※2、
4 

 17,959,790 20,659,394  19,872,858

３ 匿名組合出資預り金   1,119,521 871,989  1,275,013

４ 退職給付引当金   8,275 10,500  10,791

５ 役員退職慰労引当金   126,350 153,520  140,050

６ その他   11,983   273,280   492,147

固定負債合計   23,605,921 38.2 30,546,685 30.5  28,344,861 29.7

負債合計   50,543,374 81.9 65,003,723 65.0  67,015,378 70.1

(少数株主持分)    

少数株主持分   15,208 0.1 ―  16,359 0.0

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   2,658,964 4.3 ―  9,507,752 10.0

Ⅱ 資本剰余金   2,918,088 4.7 ―  9,766,887 10.2

Ⅲ 利益剰余金   5,397,222 8.7 ―  8,433,984 8.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  120,434 0.2 ―  739,893 0.8

Ⅴ 為替換算調整勘定   28,749 0.1 ―  113,428 0.1

資本合計   11,123,459 18.0 ―  28,561,946 29.9

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  61,682,042 100.0 ―  95,593,684 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   ― 9,601,387 9.6  ―

２ 資本剰余金   ― 9,860,521 9.8  ―

３ 利益剰余金   ― 15,125,993 15.1  ―

４ 自己株式   ― △42,040 △0.0  ―

株主資本合計   ― 34,545,861 34.5  ―

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  ― 416,682 0.4  ―

２ 繰延ヘッジ損益   ― △84,718 △0.0  ―

３ 為替換算調整勘定   ― 118,937 0.1  ―

評価・換算差額等 
合計 

  ― 450,901 0.5  ―

Ⅲ 少数株主持分   ― 24,381 0.0  ―

純資産合計   ― 35,021,144 35.0  ―

負債純資産合計   ― 100,024,868 100.0  ―

    

 



ファイル名:決算短信(連結）0606 更新日時:8/9/2006 4:04 PM 印刷日時:06/08/09 16:59 

 13

② 中間連結損益計算書 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益 ※１  5,517,234 100.0 16,859,258 100.0  13,958,522 100.0

Ⅱ 営業原価   892,072 16.2 1,706,163 10.1  2,208,840 15.8

営業総利益   4,625,161 83.8 15,153,094 89.9  11,749,682 84.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 貸倒引当金繰入額  12,435 859 210 

２ 役員報酬  101,777 117,250 218,277 

３ 給与及び賞与  364,595 449,217 1,220,324 

４ 賞与引当金繰入額  180,000 400,000 ― 

５ 退職給付引当金 
  繰入額 

 3,441 3,033 5,480 

６ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 

 13,889 13,470 27,589 

７ 支払手数料  109,512 167,539 254,756 

８ その他  484,657 1,270,308 23.0 634,370 1,785,739 10.6 882,532 2,609,170 18.7

営業利益   3,354,853 60.8 13,367,354 79.3  9,140,511 65.5

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  15,841 23,933 31,549 

２ 持分法による 
  投資利益 

 85,800 95,360 182,164 

３ 消費税簡易課税 
差額収入   

 － － 65,753 

４ その他  16,665 118,307 2.2 56,540 175,834 1.0 65,388 344,855 2.4

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  263,156 524,352 607,094 

２ 新株発行費  7,776 1,585 71,649 

３ 社債発行費  82,476 97,544 172,126 

４ 支払手数料 ※２ 152,213   350,720   437,423 

５ その他  50,608 556,231 10.1 53,576 1,027,778 6.1 83,927 1,372,220 9.8

経常利益   2,916,929 52.9 12,515,409 74.2  8,113,146 58.1

Ⅵ 特別利益    

 １ 投資有価証券売却益  90,156 90,156 1.6 20,297 20,297 0.2 90,156 90,156 0.7

匿名組合損益分配前税金等 
調整前中間(当期)純利益 

  3,007,085 54.5 12,535,706 74.4  8,203,302 58.8

匿名組合損益分配額   66,458 1.2 456,349 2.8  175,257 1.3

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

  2,940,626 53.3 12,079,357 71.6  8,028,044 57.5

法人税、住民税及び事業税  1,339,048 5,265,693 3,429,183 

法人税等調整額  △130,587 1,208,461 21.9 △325,717 4,939,975 29.2 △167,571 3,261,612 23.3

少数株主利益又は少数株主
損失（△） 

  11,905 0.2 △1,573 △0.0  9,410 0.1

中間(当期)純利益   1,720,260 31.2 7,140,955 42.4  4,757,022 34.1
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③ 中間連結剰余金計算書 

 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年６月30日) 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

(自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  2,871,512  2,871,512

Ⅱ 資本剰余金増加高   

 １ 増資による新株式の発行  41,422 6,889,676 

 ２ 新株引受権の行使による 
   新株式の発行 

 5,051 5,586 

 ３ 新株引受権からの振替  101 46,575 112 6,895,374

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

 2,918,088  9,766,887

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  3,828,187  3,828,187

Ⅱ 利益剰余金増加高   

  中間(当期)純利益  1,720,260 1,720,260 4,757,022 4,757,022

Ⅲ 利益剰余金減少高   

 １ 配当金  118,225 118,225 

 ２ 役員賞与  33,000 151,225 33,000 151,225

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

 5,397,222  8,433,984
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④ 中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日残高(千円) 9,507,752 9,766,887 8,433,984 － 27,708,624

中間連結会計期間中の変動額  

 新株の発行 93,634 93,634 － － 187,268

 剰余金の配当 － － △352,946 － △352,946

 役員賞与 － － △96,000 － △96,000

 中間純利益 － － 7,140,955 － 7,140,955

 自己株式の取得 － － － △42,040 △42,040

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
(純額) 

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額 
合計(千円) 

93,634 93,634 6,692,008 △42,040 6,837,236

平成18年６月30日残高(千円) 9,601,387 9,860,521 15,125,993 △42,040 34,545,861

 

評価・換算差額等 

 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

少数株主 
持分 純資産合計 

平成17年12月31日残高(千円) 739,893 － 113,428 853,322 16,359 28,578,306

中間連結会計期間中の変動額   

 新株の発行 － － － － － 187,268

 剰余金の配当 － － － － － △352,946

 役員賞与 － － － － － △96,000

 中間純利益 － － － － － 7,140,955

 自己株式の取得 － － － － － △42,040

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
(純額) 

△323,210 △84,718 5,508 △402,420 8,021 △394,399

中間連結会計期間中の変動額
合計(千円) 

△323,210 △84,718 5,508 △402,420 8,021 6,442,837

平成18年６月30日残高(千円) 416,682 △84,718 118,937 450,901 24,381 35,021,144
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⑤ 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・
フロー計算書 

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 

キャッシュ・フロー 
  

１ 税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 2,940,626 12,079,357 8,028,044

２ 買取債権回収益及び譲渡益  △224,053 △189,391 △289,236

３ 自己投資による 
匿名組合損益 

 △515,507 △1,819,696 △1,488,431

４ 貸倒引当金の増減額  9,458 360 △39,977

５ 賞与引当金の増減額  180,000 400,000 ―

６ 退職給付引当金の増減額  2,035 △290 4,551

７ 役員退職慰労引当金の増減 
額 

 13,889 13,470 27,589

８ 受取利息  △15,841 △23,933 △31,549

９ 支払利息  263,156 524,352 607,094

10 匿名組合損益分配額  66,458 456,349 175,257

11 持分法による投資利益  △85,800 △95,360 △182,164

12 販売用不動産売却益  △1,206,996 △9,453,539 △2,301,653

13 投資有価証券売却益  △90,156 △20,297 △90,156

14 営業未収入金の増減額  △775,538 △563,102 △206,795

15 販売用不動産の取得による
支出 

 △18,082,682 △35,045,132 △68,811,402

16 販売用不動産の売却による
収入 

 13,730,274 75,451,798 40,398,814

17 営業未払金の増減額  2,635 61,835 129,088

18 買取債権の購入による支出  △1,021,518 △8,137,271 △1,154,951

19 買取債権の回収及び 
譲渡による収入 

 484,985 1,272,169 771,465

20 匿名組合出資金の分配金 
受取による収入 

※２ 1,996,979 4,823,517 12,756,307

21 匿名組合出資金の 
拠出・購入による支出 

※２ △10,845,000 △10,340,241 △12,484,400

22 匿名組合出資金の 
売却による収入 

※２ ― 700,000 ―

23 匿名組合出資預り金の受入
による収入 

 309,585 214,000 494,785

24 匿名組合出資預り金の 
払戻による支出 

 △452,539 △1,073,372 △588,731

25 役員賞与  △33,000 △96,000 △33,000

26 その他  978,366 △641,563 1,334,529

小計  △12,370,184 28,498,015 △22,974,920

29 利息及び配当金の受取額  4,891 34,807 26,170

30 利息の支払額  △272,996 △528,448 △595,509

31 法人税等の支払額  △1,165,964 △2,759,255 △1,703,407

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △13,804,253 25,245,119 △25,247,666
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前中間連結会計期間 

(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・
フロー計算書 

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得 
による支出 

 △19,333 △21,993 △35,373

２ 貸付けによる支出  △438,129 △722,685 △603,827

３ 貸付金の回収による収入  85,881 37,073 499,431

４ 投資有価証券の 
取得による支出 

 △719,650 △2,921,007 △3,828,925

５ 投資有価証券の 
売却による収入 

 108,085 25,261 108,085

６ 投資有価証券の有償減資 
による収入 

 50,000 9,750 83,500

７ 関係会社株式・出資金の 
取得による支出 

 △599,631 △2,033,954 △1,985,620

８ 関係会社株式・出資金の 
売却による収入 

 86,720 6,000 93,944

９ 関係会社株式・出資金の 
減資による収入 

 ― ― 7,000

10 連結の範囲の変更を伴う 
子会社出資金の取得 

 ― ― 4,762

11 連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式の取得 

 ― △24,433 ―

12 連結の範囲の変更を伴う 
子会社出資金の売却 

 2,295 ― 2,295

13 その他  △208,094 △519,786 △308,169

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,651,856 △6,165,775 △5,962,897

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入れによる収入  25,249,000 53,350,100 65,358,400

２ 短期借入金の 
返済による支出 

 △21,931,356 △64,472,670 △53,499,226

３ 長期借入れによる収入  13,731,080 10,575,000 18,718,080

４ 長期借入金の 
返済による支出 

 △867,175 △18,633,114 △3,133,307

５ 株式の発行による収入  87,278 185,683 13,720,982

６ 社債の発行による収入  2,917,523 3,502,455 6,277,873

７ 社債の償還による支出  △1,060,000 △826,000 △1,420,000

８ 少数株主からの払込に 
よる収入 

 8,000 ― 8,000

９ 配当金の支払  △118,225 △352,946 △118,225

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 18,016,125 △16,671,491 45,912,577

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 28,749 5,508 113,428

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
又は減少額 

 2,588,764 2,413,360 14,815,441

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 4,365,707 19,178,342 4,365,707

Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金 
及び現金同等物の増加額 

 28,951 20,318 △2,806

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 6,983,423 21,612,021 19,178,342
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    27社 

主要な連結子会社の名称 

パシフィック債権回収㈱ 

ケネディクス・アドバイザー

ズ㈱ 

ケネディクス・リート・マネ

ジメント㈱ 

ケネディクス・デベロップメ

ント㈱ 

ケイダブリュー・リアルティ

㈲ 

ケイダブリュー・インベスト

メント㈲ 

Kenedix Westwood, LLC 

他20社 

なお、Kenedix Westwood, LLC

他3社は新規設立により、㈲ケ

イダブリュー・プロパティ・

ファイブ他1社は重要性が増し

たため当中間連結会計期間か

ら連結の範囲に含めることと

いたしました。 

前連結会計年度において連結

の範囲に含めていた㈲カリス

ト・インベストメントは、持

分の全部を譲渡したものの、

実質的に影響力を有している

と認められることから、当連

結会計年度から持分法適用の

範囲に含めることといたしま

した。 

なお、ケイダブリュー・ペン

ションファンド・アドバイザ

ーズ㈱及びケイダブリュー・

デベロップメント㈱は当中間

連結会計期間において、それ

ぞれケネディクス・アドバイ

ザーズ㈱及びケネディクス・

デベロップメント㈱に商号変

更しております。 

 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    51社 

主要な連結子会社の名称 

パシフィック債権回収㈱ 

ケネディクス・アドバイザー

ズ㈱ 

ケネディクス・リート・マネ

ジメント㈱ 

ケネディクス・デベロップメ

ント㈱ 

㈲ケイダブリュー・プロパテ

ィ・ファイブ 

㈲ケイディーエックス・ツー 

Kenedix Westwood, LLC 

Kenedix GP, LLC 

他43社 

なお、Kenedix GP, LLC他4社

は新規設立により、㈲ケイダ

ブリュー・プロパティ・イレ

ブン他6社は重要性が増したた

め、またケネディクス・プロ

パティー㈱は持分の一部又は

全部を取得したことにより、

当中間連結会計期間から連結

の範囲に含めることといたし

ました。 

ヘキサ・プロパティーズ㈲

は、当中間連結会計期間にお

いて、当該会社を営業者とす

る匿名組合の出資持分を当社

グループが取得したことか

ら、実質的に支配していると

認められることとなったた

め、当中間連結会計期間から

連結の範囲に含めることとい

たしました。 

 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数    37社 

主要な連結子会社の名称 

パシフィック債権回収㈱ 

ケネディクス・アドバイザー

ズ㈱ 

ケネディクス・リート・マネ

ジメント㈱ 

ケネディクス・デベロップメ

ント㈱ 

ケイダブリュー・リアルティ

㈲ 

ケイダブリュー・インベスト

メント㈲ 

Kenedix Westwood, LLC 

他30社 

なお、Kenedix Westwood, LLC

他10社は新規設立により、㈲

ケイダブリュー・プロパテ

ィ・ファイブ他5社は重要性が

増したため当連結会計年度か

ら連結の範囲に含めることと

いたしました。 

前連結会計年度において連結

の範囲に含めていた㈲カリス

ト・インベストメントは、重

要性が低下したことにより、

また㈲山王ホールディングズ

は実質的に支配していると認

められなくなったことから、

当連結会計年度から持分法適

用の範囲に含めることといた

しました。 

なお、ケイダブリュー・ペン

ションファンド・アドバイザ

ーズ㈱及びケイダブリュー・

デベロップメント㈱は当連結

会計年度において、それぞれ

ケネディクス・アドバイザー

ズ㈱及びケネディクス・デベ

ロップメント㈱に商号変更し

ております。 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(2) 非連結子会社の数   10社 

  非連結子会社の名称 

㈲ケイダブリュー・プロパテ

ィ・セブン他９社 

(2) 非連結子会社の数   11社 

  非連結子会社の名称 

㈲ケイダブリュー・プロパテ

ィ・エイト他10社 

(2) 非連結子会社の数   15社 

非連結子会社の名称 

㈲ロック・エイ他14社 

 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は各々小規模であ

り、全体としても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼさない

ためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

同左 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は各々小規模であ

り、全体としても連結財務諸表

に重要な影響を及ぼさないため

であります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の子会社数 ５社 

会社名 ㈲ケイダブリュー・プロ

パティ・セブン他４社 

なお、前連結会計年度まで持分法

適用の子会社であった㈲ケイアン

ドエフインベストメントは当中間

連結会計期間に持分の一部を譲渡

したことにより、持分法適用の関

連会社となっております。 

また、前連結会計年度まで持分法

適用の関連会社であった㈲アイ・

ケイダブリュー及び㈲ケイダブリ

ュー・プロパティ・セブンは当中

間連結会計期間に持分の全部を取

得したことにより、持分法適用の

子会社となっております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の子会社数 ３社

会社名 ㈲ロック・エイ他２社 

なお、前連結会計年度まで持分法

適用の子会社であった㈲カリス

ト・インベストメント他１社は重

要性が増したため当中間連結会計

期間から連結の範囲に含めること

といたしました。 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の子会社数  4社

会社名 

㈲ロック・エイ他３社 

なお、前連結会計年度まで持

分法適用の関連会社であった

㈲ロック・エイ及び㈲ロッ

ク・ビーは当連結会計年度に

持分の全部を取得したことに

より、前連結会計年度まで連

結子会社であった㈲カリス

ト・インベストメントは重要

性が低下したことにより、持

分法適用の子会社となってお

ります。 

また、前連結会計年度まで持

分法適用の子会社であった㈲

ロック・シー及び㈲ロック・

ディーは重要性が増したため

当連結会計年度から連結の範

囲に含めることといたしまし

た。 

前連結会計年度まで持分法適用

の子会社であった㈲ケイアンド

エフインベストメントは当連結

会計年度に持分の一部を譲渡し

たことにより、持分法適用の関

連会社となっております。 

 (2) 持分法適用の関連会社数43社 

  主要な会社等の名称 

三井物産ロジスティクス・

パートナーズ㈱ 

㈱アセット・ワン 

住宅流通㈱ 

㈲ケイアンドエイインベスト

メント 

モデラート・キャピタル㈲ 

㈲ロック・エイ 

㈲カリスト・インベストメ

ント 

他36社 

 (2) 持分法適用の関連会社数59社

主要な会社等の名称 

三井物産ロジスティクス・

パートナーズ㈱ 

㈱アセット・ワン 

住宅流通㈱ 

KW Multi-Family Management

 Group Ltd. 

㈲ケイアンドビーインベス

トメント 

モデラート・キャピタル㈲ 

㈲山王ホールディングズ 

他52社 

(2) 持分法適用の関連会社数 48社 

主要な会社名 

三井物産ロジスティクス・パ

ートナーズ㈱ 

㈱アセット・ワン 

住宅流通㈱ 

ケイ・エー・キャピタル㈱ 

㈲ケイアンドエイインベストメン

ト 

㈲ケイアンドビーインベストメン

ト 

モデラート・キャピタル㈲ 

㈲山王ホールディングズ 

他40社 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

なお、㈲カリスト・インベストメ
ントは、前連結会計年度まで連結
の範囲に含めておりましたが、持
分の全部を譲渡したものの、実質
的に影響力を有していると認めら
れることから、当連結会計年度か
ら持分法適用の範囲に含めること
といたしました。 
また、㈲スティルウォーター・イ
ンベストメントは持分の一部を取
得したことにより、また、㈲ケイ
アンドユーインベストメント他２
社は、新規設立したことにより、
当中間連結会計期間から持分法適
用の範囲に含めることといたしま
した。 
前連結会計年度まで子会社であっ
た㈲ケイアンドエフインベストメ
ント及び㈲ケイアンドティーイン
ベストメントは当中間連結会計期
間に持分の一部を譲渡したため関
連会社となっております。 
また、前連結会計年度まで持分法
適用の関連会社であった㈲アイ・
ケイダブリュー及び㈲ケイダブリ
ュー・プロパティ・セブンは当中
間連結会計期間に持分の全部を取
得したことにより、持分法適用の
子会社となっております。 
 

なお、 KW Multi-Family Managem
ent Group Ltd.は持分の一部を取
得したことにより、KW Anaheim L
and Partners LLC他5社は、新規
設立したことにより、当中間連結
会計期間から持分法適用の範囲に
含めることといたしました。 
また、㈲ダイモス・インベストメ
ントは、実質的に影響力を有して
いると認められることから、当中
間連結会計期間から持分法適用の
範囲に含めることといたしまし
た。 
前連結会計年度まで子会社であっ
た㈲ケイアンドブイインベストメ
ント他2社は当中間連結会計期間
に持分の一部を譲渡したため関連
会社となっております。 
 

なお、㈲スティルウォーター・イ

ンベストメントは持分の一部を取

得したことにより、また、㈲ケイ

アンドユーインベストメント他8

社は、新規設立したことにより、

当連結会計年度から持分法適用の

範囲に含めることといたしまし

た。 

また、㈲山王ホールディングズ他

2社は、実質的に影響力を有して

いると認められることから、当連

結会計年度から持分法適用の範囲

に含めることといたしました。 

前連結会計年度まで子会社であっ

た㈲ケイアンドエフインベストメ

ント及び㈲ケイアンドティーイン

ベストメントは当連結会計年度に

持分の一部を譲渡したため持分法

適用関連会社となっております。

また、前連結会計年度まで持分法

適用の関連会社であった㈲ケイダ

ブリュー・プロパティ・セブンは

当連結会計年度に持分の全部を取

得し、重要性が増したため当連結

会計年度から連結子会社となり、

㈲ロック・エー及び㈲ロック・ビ

ーは当連結会計年度に持分の全部

を取得したことにより、持分法適

用の子会社となっております。 

また、㈲アール・ケイダブリュー
は重要性が低下したことにより、
当連結会計年度から持分法適用の
範囲から除外し、ジェイアールワ
ン・インベスターズ・エルエルシ
ーは当連結会計年度に解散してお
ります。 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(3) 持分法を適用しない非連結子
会社のうち主要な会社等の名称 
㈲ケイアンドキューインベストメ
ント他４社 
 

(3) 持分法を適用しない非連結子
会社のうち主要な会社等の名称 
㈲ケイダブリュー・プロパティ・
エイト他７社 

(3) 持分法を適用しない非連結子
会社のうち主要な会社等の名称 

㈲ケイアンドブイインベストメン

ト他10社 

 

持分法を適用しない理由 
持分法非適用会社は、それぞれ中
間純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等
に及ぼす影響が軽微であり、かつ
全体としても重要性がないため、
持分法の適用から除外しておりま
す。 

持分法を適用しない理由 

同左 
 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ当
期純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等
に及ぼす影響が軽微であり、かつ
全体としても重要性がないため、
持分法の適用から除外しておりま
す。 
 

(4) 決算日の異なる持分法適用会
社の処理 
三井物産ロジスティクス・パート
ナーズ㈱、住宅流通㈱、㈱アセッ
ト・ワン他2社については、連結
決算日を基準として仮決算を実施
しております。㈲ケイアンドエイ
インベストメント、モデラート・
キャピタル㈲、㈲ロック・エイ他
33社については、当該会社の事業
年度に係る財務諸表を使用し、中
間連結決算日との間に生じた重要
な取引については、持分法適用上
必要な調整を行っております。 

(4) 決算日の異なる持分法適用会
社の処理 
三井物産ロジスティクス・パート
ナーズ㈱、住宅流通㈱、㈱アセッ
ト・ワン他2社については、中間
連結決算日を基準として仮決算を
実施しております。㈲ケイアンド
エイインベストメント、モデラー
ト・キャピタル㈲、㈲ロック・エ
イ他38社については、当該会社の
事業年度に係る財務諸表を使用
し、中間連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、持分法
適用上必要な調整を行っておりま
す。 
 

(4) 決算日の異なる持分法適用会
社の処理 
三井物産ロジスティクス・パート
ナーズ㈱、住宅流通㈱及び㈱アセ
ット・ワンについては、連結決算
日を基準として仮決算を実施して
おります。㈲ケイアンドエイイン
ベストメント他32社については、
当該会社の事業年度に係る中間財
務諸表を使用し、㈲山王ホールデ
ィングズ他2社については、当該
会社の事業年度の財務諸表を使用
し、連結決算日との間に生じた重
要な取引については、持分法適用
上必要な調整を行っております。
 

(5)  
―――――――――― 

(5) 投資消去差額の処理 
持分法適用関連会社であるKW Mul
ti-Family Management Group Lt
d.に係る投資消去差額は、発生日
以降15年間で均等償却しておりま
す。 
 

(5)  
―――――――――― 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうちケイダブリュ

ー・インベストメント㈲他1社の

決算日は５月31日であります。 

中間連結財務諸表を作成するに

あたっては、同日現在の財務諸

表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

連結子会社のうち、ケイ・エー・

プロパティーズ㈲の中間決算日は

5月31日であります。 

連結財務諸表を作成するにあた

っては、同日現在の中間財務諸

表を使用し、中間連結決算日と

の間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

また、上記以外に決算日が11月

30日の連結子会社が2社、決算日

が3月31日、7月31日、8月31日の

連結子会社がそれぞれ1社あり、

これらの連結子会社については

中間連結決算日を基準として仮

決算を実施しております。な

お、㈲ムーン・エックスの決算

日は2月28日であり、5月31日を

基準として仮決算を実施し、中

間連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち、㈲ロック・デ

ィー他14社の中間決算日は5月31

日であります。 

中間連結財務諸表を作成するにあ

たっては、同日現在の中間財務諸

表を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

連結子会社のうちケイダブリュ

ー・インベストメント㈲他5社の

決算日は5月31日であります。 

中間連結財務諸表を作成するにあ

たっては、同日現在の財務諸表を

使用し、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

なお、上記以外に中間決算日が

中間連結決算日と異なる連結子

会社5社については、5月31日を

基準として仮決算を実施し、中

間連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必

要な調整を行っており、また中

間決算日が中間連結決算日と異

なる連結子会社7社については、

中間連結決算日を基準として仮

決算を実施しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち、㈲ロック・デ

ィー他7社の決算日は11月30日で

あります。 

連結財務諸表を作成するにあたっ

ては、同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

なお、上記以外に決算日が連結決

算日と異なる連結子会社9社につ

いては、11月30日を基準として仮

決算を実施し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っており、

また決算日が連結決算日と異なる

連結子会社5社については、連結

決算日を基準として仮決算を実施

しております。 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ①有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

①有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

        決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

ただし匿名組合出資金は個

別法によっており、詳細は

「(7)③ 匿名組合出資金の

会計処理」に記載しており

ます。 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

   時価法 

  ②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

③たな卸資産 

販売用不動産（不動産信託受

益権を含む） 

個別法による原価法 

なお、当社グループが組成する

ファンドに組み入れることを目

的として、一時的に取得するも

の以外のものについては減価償

却を実施しており、減価償却費

を営業原価に計上しておりま

す。また、当該資産の主な耐用

年数は39年～50年であります。 

 

③たな卸資産 

販売用不動産（不動産信託受

益権を含む） 

同左 

③たな卸資産 

販売用不動産（不動産信託受

益権を含む） 

同左 

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

定額法 

ただし、一部の連結子会社に

ついては定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

通りです。 

建物附属設備  10年～15年 

器具及び備品  4年～15年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

①有形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

   ソフトウェア 

   自社利用のソフトウェアにつ

いては利用可能期間（5年）

に基づく定額法 

②無形固定資産 

   ソフトウェア 

同左 

②無形固定資産 

   ソフトウェア 

同左 

  ③長期前払費用 

   均等償却 

 

  ③長期前払費用 

同左 

③長期前払費用 

同左 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、買取債

権及び貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上して

おります。 

 

  ②賞与引当金 

同左 

 

  ②  

―――――――――― 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

  ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 

  ③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務見込額に基づき計

上しております。 

 

  ④役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

 

  ④役員退職慰労引当金 

同左 

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

 (4) 重要な外貨建資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務について

は、中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資

産及び負債は、中間連結決算日

の直物為替相場により円換算

し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為替換算

調整勘定に含めております。 

 

 (4) 重要な外貨建資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

同左 

(4) 重要な外貨建資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務について

は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資

産、負債、収益及び費用は、連

結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は資本

の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

 

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法

同左 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用して

おります。 

なお、金利スワップの特例

処理の対象となる取引につ

いては、特例処理を適用し

ております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   イ ヘッジ手段 

金利スワップ取引、外貨

建金銭債務 

 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   イ ヘッジ手段 

金利スワップ取引、外貨

建金銭債務、通貨スワッ

プ、為替予約 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

イ  ヘッジ手段 

同左 

 

 

   ロ ヘッジ対象 

借入金、在外子会社等に

対する投資への持分 

   ロ ヘッジ対象 

同左 

ロ  ヘッジ対象 

同左 

 

  ③ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する

権限規定等を定めた内部規

定に基づき、ヘッジ対象に

係る為替相場変動リスク及

び金利変動リスクを一定の

範囲内でヘッジしておりま

す。 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象及びヘッジ手段に

ついて、それぞれの相場変動

又はキャッシュ・フロー総額

の変動額を比較し、両者の変

動額を基準にして検証してお

りますが、ヘッジ手段とヘッ

ジ対象に関する重要な条件が

同一であり、かつヘッジ開始

時及びその後も継続して、相

場変動又はキャッシュ・フロ

ー変動を完全に相殺するもの

と想定することができる場合

や、特例処理の適用が可能な

ものについては、検証を省略

しております。 

 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

  ①繰延資産の処理方法 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

  ①繰延資産の処理方法 

(7) その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  ①繰延資産の処理方法 

   新株発行費 

   支出時に全額費用処理してお

ります。 

   新株発行費 

同左 

 

   新株発行費 

同左 

社債発行費 

支出時に全額費用処理してお

ります。 

社債発行費 

同左 

 

社債発行費 

同左 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

  ②消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

   ただし、資産に係る控除対象

外消費税等は発生事業年度の

期間費用としております。 

 

  ②消費税等の会計処理 

同左 

  ②消費税等の会計処理 

同左 

  ③匿名組合出資金の会計処理 

匿名組合出資を行うに際し

て、匿名組合の財産の持分

相当額を「投資有価証券」

として計上しております。 

匿名組合への出資時に「投

資有価証券」を計上し、匿

名組合が獲得した純損益の

持分相当額については、

「営業収益」に計上すると

ともに同額を「投資有価証

券」に加減し、営業者から

の出資金の払い戻しについ

ては、「投資有価証券」を

減額させております。 

  ③匿名組合出資金の会計処理 

同左 

  ③匿名組合出資金の会計処理 

同左 

  ④匿名組合出資預り金の会計処

理 

   当社の連結子会社は匿名組合

の営業者としての業務を受託

しております。匿名組合の財

産は、営業者に帰属すること

から、匿名組合の全ての財産

及び損益は、中間連結財務諸

表に含め、総額にて表示して

おります。 

   匿名組合出資者からの出資金

受入れ時に「匿名組合出資預

り金」を計上し、匿名組合が

獲得した純損益の出資者持分

相当額については、税金等調

整前中間純利益の直前の「匿

名組合損益分配額」に計上す

るとともに同額を「匿名組合

出資預り金」に加減し、出資

金の払い戻しについては、

「匿名組合出資預り金」を減

額させております。 

  ④匿名組合出資預り金の会計処

理 

同左 

  ④匿名組合出資預り金の会計処

理 

当社の連結子会社は匿名組合

の営業者としての業務を受託

しております。匿名組合の財

産は、営業者に帰属すること

から、匿名組合の全ての財産

及び損益は、連結財務諸表に

含め、総額にて表示しており

ます。 

匿名組合出資者からの出資金

受入れ時に「匿名組合出資預

り金」を計上し、匿名組合が

獲得した純損益の出資者持分

相当額については、税金等調

整前当期純利益の直前の「匿

名組合損益分配額」に計上す

るとともに同額を「匿名組合

出資預り金」に加減し、出資

金の払い戻しについては、

「匿名組合出資預り金」を減

額させております。 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

  ⑤不動産等を信託財産とする信

託受益権に関する会計処理 

保有する不動産を信託財産と

する信託受益権につきまして

は、信託財産内の全ての資産

及び負債並びに信託財産に生

じた全ての収益、費用及びキ

ャッシュ・フローについて、

中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書の該

当勘定科目に計上しておりま

す。 

 

  ⑤不動産等を信託財産とする信

託受益権に関する会計処理 

同左 

 

⑤不動産等を信託財産とする信

託受益権に関する会計処理 

保有する不動産を信託財産と

する信託受益権につきまして

は、信託財産内の全ての資産

及び負債並びに信託財産に生

じた全ての収益、費用及びキ

ャッシュ・フローについて、

連結貸借対照表、連結損益計

算書及び連結キャッシュ・フ

ロー計算書の該当勘定科目に

計上しております。 

 

⑥買取債権の会計処理 

買取債権の代金回収に際して

は、個別債権毎に回収代金を

買取債権の取得価額より減額

し、個別債権毎の回収代金が

取得価額を超過した金額を純

額で収益計上しております。 

 

⑥買取債権の会計処理 

同左 

⑥買取債権の会計処理 

同左 

⑦販売用不動産の売却時の会計

処理 

販売用不動産については、売

却時に売却収入と売却原価を

相殺した売却損益の純額を

「営業収益」に計上しており

ます。 

 

⑦販売用不動産の売却時の会計

処理 

同左 

 

⑦販売用不動産の売却時の会計

処理 

同左 

 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び信託預金並びに

容易に換金可能であり、かつ、価

値変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び信託預金並びに容易に

換金可能であり、かつ、価値変動

について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなって

おります。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 

 ―――――――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

（自己株式及び準備金の額の減少に

関する会計基準等の一部改正） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月9日 企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月9日 企業会計基準適用指針

第8号）、改正後の「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成17年12月27日 企業会計基準

第1号）及び「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 最

終改正平成17年12月27日 企業会計

基準適用指針第2号）を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は35,081,481千円で

あります。 

また、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

 

 ―――――――――― 
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表示方法の変更 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

（中間連結貸借対照表） 

前連結会計年度の下期において、証券取引法及び証券取

引法施行令が改正され、一定の匿名組合契約上の権利が

証券取引法上の有価証券として取り扱われることとなっ

たことから、前中間連結会計期間において「匿名組合出

資金」として表示しておりました一定の匿名組合契約上

の権利のうち証券取引法上の有価証券に該当するもの

（前中間連結会計期間末3,437,102千円 当中間連結会

計期間末15,701,012千円）については、当中間連結会計

期間より投資その他の資産の「投資有価証券」として表

示しております。 

 

（中間連結損益計算書） 

前中間連結会計期間において区分掲記されていた販売費

及び一般管理費の「業務援助料」（当中間連結会計期間

12,037千円）は、重要性が乏しくなったため、当中間連

結会計期間においては販売費及び一般管理費の「その

他」に含めて表示しております。 

 

（中間連結貸借対照表） 

当連結会計期間において、会社法及び会社法の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律が施行され、旧有限会

社法に規定する有限会社に対する出資持分が有価証券と

みなされることとなったことから、前中間連結会計期間

まで投資その他の資産の「出資金」に含めて表示してお

りました有限会社に対する出資持分は、当中間連結会計

期間より投資その他の資産の「投資有価証券」として表

示しております。 

なお、当中間連結会計期間末の「投資有価証券」に含め

た特例有限会社に対する出資持分は321,704千円であり

ます。 
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追加情報 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

(自己勘定投資物件に係る会計処理) 

自己勘定により取得した不動産に

ついては、従来、有形固定資産に計

上しておりましたが、前連結会計年

度の下期より、流動資産に「たな卸

資産」として計上する方法に変更し

ております。また、これらに係る信

託預金及び未実現利益の消去に伴う

繰延税金資産は、投資その他の資産

から流動資産に計上する方法に変更

し、固定負債に計上しておりました

「預り敷金」は流動負債に計上する

方法に変更しております。 

従って、前中間連結会計期間は従

来の方法によっており、当中間連結

会計期間と同一の方法を採用した場

合と比べ、前中間連結会計期間末の

流動資産が14,415,851千円少なく、

有形固定資産が13,425,102千円多

く、投資その他の資産が990,748千

円多く計上され、また流動負債が

775,220千円少なく、固定負債が同

額多く計上されておりますが、前中

間連結会計年度の営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益に与

える影響はありません。 

また、従来、中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書において、自己勘

定による不動産の取得及び売却に係

るキャッシュ・フローを投資活動に

よるキャッシュ・フローの「有形固

定資産の取得による支出」及び「有

形固定資産の売却による収入」に表

示しておりましたが、前連結会計年

度の下期より、営業活動によるキャ

ッシュ・フローの「販売用不動産の

取得による支出」及び「販売用不動

産の売却による収入」として表示す

ることに変更し、同時に資金の範囲

に含まれない信託預金及び預り敷金

の増減に係るキャッシュ・フローは

投資活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」に含めて計上する方法

から営業活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて計上する

方法に変更しております。 

 

 ―――――――――― 

 

 

 ―――――――――― 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

従って、前中間連結会計期間は従

来の方法によっており、当中間連結

会計期間と同一の方法を採用した場

合と比べ、前中間連結会計期間の営

業活動によるキャッシュ・フローは

13,273,434千円多く、投資活動によ

るキャッシュ・フローは同額少なく

計上されております。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 
前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

39,243千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

60,311千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

48,757千円

※２ 担保提供資産及び対応債務 

 (1) 担保提供資産 

信託預金 514,749千円

たな卸資産 14,042,087千円
 

※２ 担保提供資産及び対応債務 

 (1) 担保提供資産 

信託預金 1,835,299千円

たな卸資産 20,774,358千円
 

※２ 担保提供資産及び対応債務 

  (1) 担保提供資産 

信託預金 334,484千円

たな卸資産 35,398,017千円

  

 (2) 対応債務 

短期借入金 7,000,000千円

長期借入金 6,325,000千円

なお、関連会社に対する長期

貸付金30,000千円、出資金

56,082千円を当該関連会社の

借入金2,158,389千円の担保

に供しております。 

 (2) 対応債務 

短期借入金 14,844,500千円

預り敷金 655,000千円

長期借入金 4,205,000千円

なお、関連会社に対する長期

貸付金812,553千円、出資金

58,803千円を当該関連会社の

借入金23,257,021千円の担保

に供しております。 

(2) 対応債務 

短期借入金 26,714,000千円

長期借入金 6,490,000千円

   なお、関連会社に対する長期

貸付金24,000千円、出資金

24,464千円を当該関連会社の

借入金1,883,289千円の担保

に提供しております。 

(3) 責任財産限定型債務（ノンリ

コースローン）に対する担

保提供資産 

① 担保提供資産 

信託預金 440,489千円

たな卸資産 9,940,267千円

 

② 対応債務 

長期借入金 8,050,460千円

本債務は、上記①の担保提供

資産を含む㈲ムーン・エック

ス、ケイ・エー・プロパティ

ーズ㈲、㈲ケイダブリュー・

プロパティ・ツー及び㈲ケイ

ダブリュー・プロパティ・シ

ックスを対象に融資されたも

ので、返済は同社の保有資産

の範囲内に限定されるもので

あります。 

(3) 責任財産限定型債務（ノンリ

コースローン）に対する担

保提供資産 

① 担保提供資産 

信託預金 1,418,048千円

たな卸資産 16,786,895千円

 

② 対応債務 

短期借入金 762,000千円

長期借入金 11,924,394千円

本債務は、上記①の担保提供

資産を含むケイ・エー・プロ

パティーズ㈲他7社を対象に

融資されたもので、返済は同

社の保有資産の範囲内に限定

されるものであります。 

(3) 責任財産限定型債務（ノン

リコースローン）に対する

担保提供資産 

① 担保提供資産 

信託預金 1,263,569千円

たな卸資産 13,592,694千円

 

② 対応債務 

  短期借入金  512,000千円

長期借入金 10,537,508千円

本債務は、上記①の担保提供

資産を含むケイ・エー・プロ

パティーズ㈲他6社を対象に

融資されたもので、返済は同

社の保有資産の範囲内に限定

されるものであります。 

※３ 中間連結貸借対照表に計上さ

れている買取債権のうち、

14,586千円は、金融機関等が

所有していた原債務者に対す

る貸付金をパーティシペーシ

ョン方式により当社が購入し

たものであります。また、パ

ーティシペーション方式によ

り、当社グループが参加者に

売却したものとして会計処理

した買取債権の中間連結会計

期 間 末 残 高 の 総 額 は 、

125,800千円であります。 

※３ 中間連結貸借対照表に計上さ

れている買取債権のうち、

17,597千円は、金融機関等が

所有していた原債務者に対す

る貸付金をパーティシペーシ

ョン方式により当社が購入し

たものであります。また、パ

ーティシペーション方式によ

り、当社グループが参加者に

売却したものとして会計処理

した買取債権の中間連結会計

期 間 末 残 高 の 総 額 は 、

8,952千円であります。 

※３ 連結貸借対照表に計上されて

いる買取債権のうち、26,441

千円は、金融機関等が所有し

ていた原債務者に対する貸付

金をパーティシペーション方

式により当社グループが購入

したものであります。また、

パーティシペーション方式に

より、当社グループが参加者

に売却したものとして会計処

理した買取債権の期末残高の

総額は、9,498千円でありま

す。 
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前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年12月31日) 

※４ 取引銀行との間に当座貸越契

約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しており、当

該契約に基づき当中間連結会

計期間末借入未実行残高は次

のとおりであります。 

※４ 取引銀行との間に当座貸越契

約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しており、当

該契約に基づき当中間連結会

計期間末借入未実行残高は次

のとおりであります。 

※４ 取引銀行との間に当座貸越契

約及び貸出コミットメントラ

イン契約を締結しており、当

該契約に基づき当連結会計年

度末借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 (1) 当座貸越契約 

当座貸越契約
の総額 

3,900,000千円

借入実行残高 3,854,000千円

差引額 46,000千円
 

 (1) 当座貸越契約 

当座貸越契約
の総額 

5,630,000千円

借入実行残高 1,385,130千円

差引額 4,244,870千円
 

 (1) 当座貸越契約 

当座貸越契約 
の総額 

4,056,000千円

借入実行残高 2,379,200千円

差引額 1,676,800千円
 

 (2) 貸出コミットメントライン契

約 

貸出コミット 
メントの総額 

20,200,000千円

借入実行残高 15,550,000千円

差引額 4,650,000千円

  

 (2) 貸出コミットメントライン契

約 

貸出コミット
メントの総額

44,600,000千円

借入実行残高 7,544,500千円

差引額 37,055,500千円
 

 (2) 貸出コミットメントライン契

約 

貸出コミット 
メントの総額 

35,100,000千円

借入実行残高 20,200,000千円

差引額 14,900,000千円
 

 

 

(中間連結損益計算書関係) 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 営業収益に含まれている販売

用不動産の売却損益（純額）

の相殺前の売却収入と売却原

価は以下の通りであります。 

 

売却収入 13,730,274千円

売却原価 12,523,277千円

売却損益 1,206,996千円

  

※１ 営業収益に含まれている販売

用不動産の売却損益（純額）

の相殺前の売却収入と売却原

価は以下の通りであります。

 

売却収入 75,451,798千円

売却原価 65,998,259千円

売却損益 9,453,539千円
 

※１ 営業収益に含まれている販売

用不動産の売却損益（純額）

の相殺前の売却収入と売却原

価は以下の通りであります。

 

売却収入 40,398,814千円

売却原価 38,097,160千円

売却損益 2,301,653千円
 

※２ 営業外費用に計上されている

「支払手数料」は、取引銀行

との間に設定されたコミット

メントラインにかかるアレン

ジメントフィー、エージェン

トフィーならびにコミットメ

ントフィー等の手数料を計上

しております。 

※２  

同左 

※２  

同左 
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(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

発行済株式 

普通株式(株)  (注)1 282,357 2,157 － 284,514

合計 282,357 2,157 － 284,514

自己株式 

普通株式(株)  (注)2 － 87 － 87

合計 － 87 － 87

(注)1 普通株式の発行済株式総数の増加は、新株予約権の行使による新株の発行によるものでありま

す。 

2 持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分 87株 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

前連結会

計年度末
増加 減少 

当中間連結

会計期間末 

当中間連結会

計期間末残高

平成15年新株予約権 普通株式 4,989 － 1,665 3,324 

平成16年新株予約権 普通株式 4,980 － 492 4,488 
提出会社 

（親会社） 
平成17年新株予約権 普通株式 4,890 － － 4,890 

－ 

(注)1 

合計 － 14,859 － 2,157 12,702 － 

(注)1 会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。 

   2 新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

   3 平成16年新株予約権は、当中間連結会計期間中に権利行使期間の初日が到来しております。 

   4 平成17年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

 

３．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年3月23日 

定時株主総会 

普通株式 352,946 1,250 平成17年12月

31日 

平成18年3月

24日 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関
係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関
係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高
と連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係 

   

現金及び預金勘定 6,146,718千円

信託預金 1,473,497

計 7,620,216

使途制限付信託

預金（注） 
△636,792

現金及び現金同

等物 
6,983,423千円

(注)テナントから預っている敷金保証金

の返還のために留保されている信託預金

等 

 

現金及び預金勘定 20,414,950千円

信託預金 3,778,224

計 24,193,175

預入期間が3ヶ月

を超える定期預

金 

△525,000

使途制限付信託

預金（注） 
△2,056,154

現金及び現金同

等物 
21,612,021千円

(注)テナントから預っている敷金保証金

の返還のために留保されている信託預金

等 

 

現金及び預金勘定 18,658,721千円

信託預金 1,632,013

計 20,290,734

使途制限付信託

預金（注） 
△1,112,392

現金及び現金同

等物 
19,178,342千円

(注)テナントから預っている敷金保証金

の返還のために留保されている信託預金

等 

  

 

※２ 匿名組合出資金は、中間連結貸
借対照表上「投資有価証券」と
して計上しております。 

 

※２  

同左 

※２ 匿名組合出資金は、連結貸借対
照表上「投資有価証券」として
計上しております。 

 

 
 
 
(リース取引関係) 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース取引は重要性が低いため注記

を省略しております。 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

同左 
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(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
 

種類 
取得原価 
(千円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 23,800 121,100 97,300

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 298,000 403,760 105,760

計 321,800 524,860 203,060

 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成17年６月30日) 

その他有価証券 
 

種類 
中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

非上場株式 265,150

投資証券 149,000

優先出資証券 85,000

匿名組合出資金 15,701,012

計 16,200,162

 

当中間連結会計期間末(平成18年６月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
 

種類 
取得原価 
(千円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 835,161 1,335,776 500,614

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 5,013,707 5,215,643 201,935

計 5,848,868 6,551,419 702,550

 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額(平成18年６月30日) 

その他有価証券 
 

種類 
中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

非上場株式 385,650

優先出資証券 565,500

匿名組合出資金 7,936,878

計 8,888,028
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前連結会計年度末(平成17年12月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
 

種類 
取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表 
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 778,543 1,805,985 1,027,441

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 2,650,282 2,870,342 220,060

計 3,428,825 4,676,327 1,247,501 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年12月31日) 

その他有価証券 
 

種類 
連結貸借対照表計上額 
(千円) 

非上場株式 304,650 

優先出資証券 160,250 

匿名組合出資金 7,575,005 

計 8,039,905 
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(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年６月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 
前中間連結会計期間末 
(平成17年６月30日) 

区分 種類 
契約額等(千円)

契約額等のうち
１年超(千円)

時価(千円) 評価損益(千円)

金利キャップ取引  

市場取引以外の取引 

買建 3,000,000 3,000,000 9,482 △78,017

合計 3,000,000 3,000,000 9,482 △78,017

(注) １ 時価は取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 契約額等は、取引相手方との実際の取引金額を表す数字ではないため、デリバティブ取引に係る市場リ

スク量を示すものではありません。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

 

当中間連結会計期間末(平成18年６月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 
当中間連結会計期間末 
(平成18年６月30日) 

区分 種類 
契約額等(千円)

契約額等のうち
１年超(千円)

時価(千円) 評価損益(千円)

金利キャップ取引  

市場取引以外の取引 

買建 6,400,000 6,400,000 78,783 △95,791

合計 6,400,000 6,400,000 78,783 △95,791

(注) １ 時価は取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 契約額等は、取引相手方との実際の取引金額を表す数字ではないため、デリバティブ取引に係る市場リ

スク量を示すものではありません。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 

 

前連結会計年度末(平成17年12月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 
前連結会計年度末 
(平成17年12月31日) 

区分 種類 
契約額等(千円)

契約額等のうち
１年超(千円)

時価(千円) 評価損益(千円)

金利キャップ取引  

市場取引以外の取引 

買建 3,000,000 3,000,000 19,869 △67,630

合計 3,000,000 3,000,000 19,869 △67,630

(注) １ 時価は取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 契約額等は、取引相手方との実際の取引金額を表す数字ではないため、デリバティブ取引に係る市場リ

スク量を示すものではありません。 

３ ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象から除いております。 
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(ストック・オプション関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 

1.ストック・オプションの内容及び規模 

決議年月日 平成17年3月24日定時株主総会 

付与対象者の区分及び人数 当社従業員9名 当社子会社従業員1名 

株式の種類及び付与数 (注)1 普通株式 110株 

付与日 平成18年3月16日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成19年4月1日から平成22年3月31日まで 

権利行使価格（円） 645,593 

付与日における公正な評価単価 (注)2 － 

(注)1 ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 

  2 会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。 

 

2.中間連結財務諸表への影響額 

会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、中間連結財務諸表への影響額

はありません。 
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(セグメント情報) 

事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 
 

 

不動産投資 
アドバイザ 
リー事業 
(千円) 

アセット 
マネジメント
事業 
(千円) 

債権投資 
マネジメント
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

営業収益   

(1) 外部顧客に 
対する営業収益 

3,236,113 1,389,267 891,853 5,517,234 ― 5,517,234

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 3,236,113 1,389,267 891,853 5,517,234 ― 5,517,234

営業費用 991,540 491,946 355,755 1,839,242 323,138 2,162,381

営業利益 2,244,572 897,320 536,097 3,677,991 (323,138) 3,354,853

 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 
 

 

不動産投資 
アドバイザ 
リー事業 
(千円) 

アセット 
マネジメント
事業 
(千円) 

債権投資 
マネジメント
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

営業収益   

(1) 外部顧客に 
対する営業収益 

14,062,828 1,953,105 843,325 16,859,258 ― 16,859,258

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

― 281,308 ― 281,308 (281,308) ―

計 14,062,828 2,234,413 843,325 17,140,567 (281,308) 16,859,258

営業費用 2,005,004 1,072,205 364,863 3,442,073     49,830 3,491,903

営業利益 12,057,823 1,162,207 478,461 13,698,493 (331,139) 13,367,354

 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 
 

 

不動産投資 
アドバイザ 
リー事業 
(千円) 

アセット 
マネジメント
事業 
(千円) 

債権投資 
マネジメント
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

営業収益   

(1) 外部顧客に 

対する営業収益 
8,189,702 4,512,973 1,255,846 13,958,522 ― 13,958,522

(2) セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

― ― ― ― ― ―

計 8,189,702 4,512,973 1,255,846 13,958,522 ― 13,958,522

営業費用 2,381,662 1,143,168 673,897 4,198,728 619,282 4,818,010

営業利益 5,808,039 3,369,805 581,949 9,759,794 (619,282) 9,140,511
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(注) １ 事業区分の方法 
当社グループの事業内容を勘案して区分しております。 
２ 各事業の主な内容 
(1) 不動産投資アドバイザリー事業…不動産売買の仲介、不動産投資の案件発掘、投資実行のコンサルテ

ィング及び自己勘定による不動産投資 
(2) アセットマネジメント事業………不動産の管理及び投資対象物件の価値上昇のためのコンサルティン

グ 
(3) 債権投資マネジメント事業………債権売買の仲介、債権投資の案件発掘、投資実行のコンサルティン

グ及び自己勘定による債権投資 
３ 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の
項目に含めた配賦不能営業費用の金額は323,138千円、331,139千円及び619,282千円であり、その主な
ものは、親会社の管理部門に係る費用であります。 
４ 連結子会社の一部は、匿名組合の営業者としての業務を受託しております。匿名組合の財産は、営業者
に帰属するため、当該匿名組合にかかわる、営業収益、営業費用は中間連結財務諸表及び連結財務諸表
に含めて表示され、匿名組合員への損益の分配は匿名組合損益分配前税金等調整前中間(当期)純利益の
直前で、匿名組合損益分配額として表示されております。 
なお、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における事業の種類別セグメント
別の匿名組合損益分配額は以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間(自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日) 

 

 

不動産投資 
アドバイザ 
リー事業 
(千円) 

アセット 
マネジメント
事業 
(千円) 

債権投資 
マネジメント
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

匿名組合損益分配額 62,677 ― 3,781 66,458 ― 66,458

 

当中間連結会計期間(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日) 
 

 

不動産投資 
アドバイザ 
リー事業 
(千円) 

アセット 
マネジメント
事業 
(千円) 

債権投資 
マネジメント
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

匿名組合損益分配額 443,074 ― 13,274 456,349 ― 456,349

 

前連結会計年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 
 

 

不動産投資 
アドバイザ 
リー事業 
(千円) 

アセット 
マネジメント
事業 
(千円) 

債権投資 
マネジメント
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社(千円) 

連結 
(千円) 

匿名組合損益分配額 167,057 ― 8,200 175,257 ― 175,257

 
 

 

所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度においては、全セグメントの売上

高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。 

 

海外売上高 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度においては、海外売上高が、いず

れも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１株当たり 
純資産額 

46,662円13銭
 

１株当たり 
純資産額 

123,043円04銭
 

１株当たり 
純資産額 

100,815円44銭
 

１株当たり 
中間純利益金額 

7,249円27銭
 

１株当たり 
中間純利益金額 

25,220円75銭
 

１株当たり 
当期純利益金額 

18,326円81銭
 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
純利益金額 

7,138円15銭

 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
純利益金額 

24,828円00銭

 

潜在株式調整後 
１株当たり当期 
純利益金額 

17,734円92銭

 

 
(注) 算定上の基礎 
   １ １株当たり純資産額 
 

 当中間連結会計期間末 

(平成18年６月30日) 

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 35,021,144

普通株式に係る純資産額（千円） 34,996,763

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額と1株当たり純資
産額の算定に用いられた普通株式に係る中間連結会計期間末
の純資産額との差額の主な内訳（千円） 

少数株主持分 24,381

普通株式の発行済株式数 284,514

普通株式の自己株式数 87

1株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数 284,427
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   ２ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 
 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額  

中間(当期)純利益(千円) 1,720,260 7,140,955 4,757,022

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳（千円） 
  

 利益処分による役員賞与金 ― ― 96,000

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 96,000

普通株式に係る中間(当期)純利益(千
円) 

1,720,260 7,140,955 4,661,022

普通株式の期中平均株式数(株) 237,301 283,138 254,328

潜在株式調整後１株当たり中間(当
期)純利益金額 

 

中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ―

普通株式増加数(株) 3,694 4,479 8,488

(うち旧商法に基づき発行された新株
引受権付社債の新株引受権に係る増
加数) 

(119) (―) (128)

(うち旧商法第280条ノ19の規定に基
づき付与された新株引受権に係る増
加数) 

(95) (―) (95)

(うち新株予約権に係る増加数) (3,480) (4,479) (8,265)

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含まれなかった潜在株式
の概要 

―

平成17年3月24日定時
株主総会決議によるス
トック・オプション
（新株予約権） 
普通株式 110株 

―
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(重要な後発事象) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

１ 当社は平成17年８月11日開催の

取締役会決議に基づき、次のと

おり、公募増資による新株式を

発行しております。 

(1) 発行する株式の種類及び数 

  普通株式  40,000株 

(2) 募集の方法 

  公募による募集 

(3) 発行価格 

一株につき  330,770円 

(4) 発行価額 

一株につき  317,130円 

(5) 発行価額のうち資本に組入れ

る額 

一株につき  158,565円 

(6) 発行価格の総額 

  13,230,800千円 

(7) 発行価額の総額 

  12,685,200千円 

(8) 払込期日 

平成17年8月30日 

(9) 配当起算日 

平成17年7月1日 

(10) 資金の使途 

当社の組成する投資ビークルへ

の匿名組合出資等に充当する予

定であります。また、匿名組合

出資を受けた投資ビークルは、

自己勘定による物件の取得計画

に基づき、不動産を購入するこ

とを予定しております。 

 

 

―――――――――― 

 

 

１ 平成18年1月13日開催の当社取

締役会決議に基づき、Kennedy 

Wilson, Inc.の関係会社である

Kennedy-Wilson Properties 

Ltd.から出資持分を取得し、米

国の住宅マネジメント会社に資

本参加いたしました。 

 

(1) 設立の目的 

当社は、アセットマネジメン

ト事業の拡大に向け、投資対象

の多様化の一環として、当連結

会計年度より米国の賃貸住宅へ

の投資を開始いたしました。 

今後、更に積極的に海外投資

を推進するために、当該分野の

ノウハウの獲得が必要であると

判断し、資本参加することとい

たしました。 

当社としては、人員派遣を通

じたノウハウの獲得に加えて、

投資案件において主導的な役割

を果たし、高いリターンを享受

できるGeneral Partnerとして

の投資機会を増加させ、本邦投

資家に対する投資サービスの提

供につなげていく方針です。 

 

(2) 出資先の概要 

①商号 

KW Multi-Family Management 

Group, Ltd. 

②所在地 

米国カリフォルニア州ロサン

ゼルス市 

③代表者 

Robert E. Hart 

④事業内容 

     賃貸住宅の開発、取得、運

営、管理 

⑤出資比率 

   Kennedy-Wilson Properties 

Ltd. 80％ 

   当社20％ 

⑥取得価額 

   9百万米ドル 

⑦出資先の位置付け 

   持分法適用の関連会社 

⑧出資期日 

   平成18年1月20日 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

２ 当社は、平成17年8月11日開催

の取締役会において、グリーンシ

ューオプションの付与者を新株式

の割当先とする第三者割当増資の

決議を行っております。 

 (1) グリーンシューオプションに

ついて 

 平成17年8月11日開催の取締役会

において決議された公募増資に伴

い、その需要状況を勘案し、

3,000株につき、日興シティグル

ープ証券株式会社が当社株主であ

る本間良輔より賃借する当社普通

株式の売出し(「オーバーアロッ

トメントによる売出し」)を、行

っております。この日興シティグ

ループ証券株式会社が当社株主で

ある本間良輔より賃借する当社普

通株式の返却を目的として、日興

シティグループ証券株式会社を割

当先とし、平成17年9月28日から

平成17年10月4日までの間のいず

れかの日を払込期日とする第三者

割当増資の決議を行っておりま

す。これに関連して、当社は、割

当先である日興シティグループ証

券株式会社に対して、オーバーア

ロットメントによる売出しに係る

株式数を上限として、下記(2)に

記載した条件による第三者割当増

資の割当を受ける権利(グリーン

シューオプション)を付与する決

議を同日の取締役会において行っ

ております。なお、当社の取締役

会は、第三者割当増資予定株式数

3,000株全てについて決議してお

りますが、安定操作取引で買付け

た株式を、当社株主である本間良

輔より賃借する株式の返却に充当

する場合並びにシンジケートカバ

ー取引が行われた場合には、その

株数に応じて、当該第三者割当増

資を行う株式数が減少または当該

第三者割当増資が中止されること

があります。 
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

 (2) 第三者割当増資について 

  ①発行する株式の種類及び数 

普通株式 3,000株 

  ②募集の方法 

グリーンシューオプション

付与者に対する第三者割当

増資 

  ③発行価額 

一株につき  317,130円 

  ④発行価額のうち資本に組入れ

る額 

一株につき  158,565円 

  ⑤発行価額の総額 

951,390千円 

  ⑥払込期日 

平成17年9月28日 

  ⑦配当起算日 

平成17年7月1日 
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５．販売実績 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日) 事業の種類別セグメントの名称 

金額(千円) 前年同期比(％) 

不動産投資アドバイザリー事業 14,062,828 434.6 

アセットマネジメント事業 1,953,105 140.6 

債権投資マネジメント事業 843,325 94.6 

合計 16,859,258 305.6 

(注) 1. 金額には、消費税等は含まれておりません。 

    2. セグメント間の内部営業収益又は振替高は含んでおりません。 

 
 


